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　経産省は、早い段階で2021年12月から2022年3月の冬期間は例年より電力需給が厳しいと
の見通しを示していました。とくに東京エリアにおける2022年１月・2月の需給ギャップが大きいと
し、追加の供給力公募も行われました。
　しかし2022年3月、予期せぬ複数の悪条件が重なり、政府は初めて「電力需給逼

ひっ

迫警報」を出
しました。
　本稿を執筆した井伊重之氏は、当時の状況の検証とともに、その背景にある構造的要因を見逃し
てはいけない、と指摘します。

今
年
３
月
に
東
日
本
地
域
に
発
令
さ
れ
た
電
力
需
給
逼
迫
警
報

は
、
深
刻
な
電
力
不
足
に
直
面
す
る
わ
が
国
の
脆
弱
な
電
力
供
給

体
制
を
浮
き
彫
り
に
し
た
。
需
給
逼
迫
の
直
接
的
な
原
因
は
地
震

に
よ
る
発
電
所
の
被
災
と
季
節
外
れ
の
寒
波
だ
が
、
そ
の
背
景
に

あ
る
構
造
的
な
要
因
を
見
逃
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
原
子
力
発
電

所（
原
発
）の
再
稼
働
が
大
幅
に
遅
れ
る
中
で
、
電
力
自
由
化
と
脱

炭
素
化
で
火
力
発
電
所
の
休
廃
止
が
進
む
一
方
、
新
規
の
電
源
投

資
は
停
滞
し
て
い
る
。
経
済
産
業
省
は
当
面
の
電
力
需
給
対
策
と

し
て
、
休
止
火
力
の
再
稼
働
や
節
電
の
強
化
な
ど
で
乗
り
切
る
構

え
だ
が
、
慢
性
化
す
る
需
給
逼
迫
を
脱
却
す
る
に
は
電
力
供
給
力

の
抜
本
的
な
強
化
が
不
可
欠
だ
。

岸
田
文
雄
首
相
は
、
今
年
８
月
に
首
相
官
邸
で
開
か
れ
た「
第
２

回
グ
リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン（
Ｇ
Ｘ
）実
行
会
議
」（
議

長
・
岸
田
首
相
）で
、
次
世
代
原
発
の
開
発
・
建
設
を
検
討
す
る
よ

う
に
指
示
し
た
。
こ
れ
ま
で
政
府
は「
原
発
の
新
増
設
や
建
て
替
え

（
リ
プ
レ
ー
ス
）は
想
定
し
な
い
」と
繰
り
返
し
て
き
た
が
、
こ
う
し

た
原
発
政
策
を
転
換
し
、
日
本
と
し
て
原
発
の
新
増
設
や
建
て
替

え
に
取
り
組
む
姿
勢
を
明
確
に
示
し
た
。
２
０
１
１
年
３
月
の
東

京
電
力
福
島
第
一
原
発
事
故
以
来
、
10
年
以
上
に
わ
た
る
実
質
的

な
空
白
期
間
を
経
て
、
原
発
の
活
用
に
向
け
て
よ
う
や
く
舵
を

切
っ
た
。

産経新聞東京本社 論説委員室 論説副委員⾧　井
い い

伊 重
し げ

之
ゆ き

氏   

電力の需給逼迫招いた自由化
供給力強化へ電源投資促す制度を

原
発
政
策
転
換
で
新
増
設
を
推
進
へ

原
発
政
策
転
換
で
新
増
設
を
推
進
へ

こ
の
会
議
で
岸
田
首
相
は
、
原
子
力
規
制
委
員
会
の
安
全
審
査

に
合
格
し
た
も
の
の
、
い
ま
だ
に
再
稼
働
し
て
い
な
い
７
基
の
原
発

を
め
ぐ
り
、「
23
年
夏
以
降
に
政
府
が
前
面
に
立
っ
て
再
稼
働
を
進

め
る
」と
強
調
し
、
原
則
40
年
と
す
る
原
発
の
運
転
期
間
の
延
長
も

検
討
す
る
考
え
を
示
し
た
。
政
府
が
こ
う
し
た
原
発
政
策
の
転
換

に
踏
み
切
っ
た
の
は
、「
現
下
の
日
本
を
取
り
巻
く
エ
ネ
ル
ギ
ー
状

況
は
、
１
９
７
３
年
の
第
１
次
石
油
危
機
以
来
の
極
め
て
緊
迫
し

た
情
勢
に
あ
る
」（
岸
田
首
相
）と
の
強
い
危
機
感
が
あ
る
か
ら
だ
。

官邸で開かれた第２回ＧＸ実行会議。岸田首相はオンライン参加した
出典：首相官邸ホームページ
https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/actions/202208/24gx.html



【図1】
将来の国内原発の設備容量見通し

※年途中で期限を迎えるプラントは按分してkWを算出。按分しない場合、40年分シナリオの2030年kWは2,787万kW、60年シナリオの2050年kWは2,430万kW
出典： 経済産業省  資源エネルギー庁   今後の原子力政策について（https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/pdf/024_03_00.pdf）
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2030年
36基：3,722万kW

27基：2,731万kW

2040年
32基：3,365万kW

8基：956万kW

2060年
8基：956万kW

3基：414万kW

2050年
23基：2,374万kW
(1,663億kWh)

3基：414万kW
(290億kWh)

●廃炉が決定されたものを除き、36基の原子力発電所（建設中を含む）が60年運転すると仮定
しても、自然体では、2040年代以降、設備容量は大幅に減少する見通し。

　　40年運転シナリオ
　　60年運転シナリオ

●40年運転シナリオでは、すでに運転延
長の認可済である4基(高浜1,2、美浜3、
東海第二)は60年運転として作図

●建設中の大間、島根3、東電東通は、運
転開始時期が未定であるため、2030年
以降に設備容量に計上するとして作図

●発電量は設備利用率を80%として作図

前提
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政
府
は
年
内
に
次
世
代
原
発
の
開
発
・
建
設
や
既
存
原
発
の
再
稼

働
促
進
、
運
転
期
間
の
延
長
な
ど
に
つ
い
て
、
具
体
的
な
方
向
性
を

提
示
す
る
予
定
だ
。
と
く
に
既
存
原
発
の
再
稼
働
を
め
ぐ
っ
て
は
、

地
元
同
意
を
得
て
い
る
東
北
電
力
の
女
川
原
発（
宮
城
県
）2
号
機
は

再
稼
働
に
む
け
て
準
備
を
進
め
て
い
る
が
、
地
元
同
意
を
得
て
い
な

い
東
京
電
力
の
柏
崎
刈
羽
原
発（
新
潟
県
）６
、７
号
機
や
日
本
原
子

力
発
電
の
東
海
第
二
原
発（
茨
城
県
）に
つ
い
て
、
政
府
と
し
て
ど
の

よ
う
な
取
り
組
み
を
見
せ
る
の
か
が
問
わ
れ
る
。
原
発
の
安
全
管
理

な
ど
に
関
し
、
自
治
体
の
理
解
が
得
ら
れ
る
よ
う
に
国
が
一
定
の
関

与
を
す
る
こ
と
な
ど
が
検
討
さ
れ
る
見
通
し
だ
。

日
本
が
将
来
に
わ
た
っ
て
原
発
を
活
用
す
る
に
は
、
そ
の
新
増

設
や
建
て
替
え
が
欠
か
せ
な
い
。
と
く
に
ロ
シ
ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ

ナ
侵
攻
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
が
高
騰
す
る
中
で
、
世
界
で
は
原
発

を
電
力
の
安
定
供
給
に
資
す
る
脱
炭
素
電
源
と
し
て
再
評
価
す
る

動
き
が
広
が
っ
て
い
る
。
日
本
で
は
33
基
あ
る
原
発
の
多
く
が
40

年
で
運
転
を
停
止
す
れ
ば
、
２
０
５
０
年
に
は
３
基
に
ま
で
減
少

す
る
。
す
べ
て
60
年
で
運
転
し
て
も
60
年
に
は
８
基
に
減
っ
て
し

ま
う【
図
1
】。
こ
の
た
め
、
日
本
で
も
次
世
代
原
発
の
新
設
や
建
て

替
え
だ
け
で
な
く
、
既
存
原
発
の
運
転
延
長
も
不
可
欠
だ
。
す
で

に
米
国
で
は
80
年
運
転
が
認
め
ら
れ
た
原
発
も
出
て
お
り
、
日
本

の
原
子
力
規
制
委
員
会
も「
原
則
40
年
、
１
回
に
限
っ
て
20
年
の
延

長
を
認
め
る
」と
す
る
原
子
炉
等
規
制
法
の
改
定
を
表
明
し
、
運
転

期
間
の
制
限
撤
廃
を
検
討
す
る
考
え
を
示
し
た
。
今
後
は
原
発
新

設
の
資
金
負
担
の
あ
り
方
を
含
め
、
政
府
と
し
て
原
発
活
用
の
具

体
的
な
取
り
組
み
を
示
す
必
要
が
あ
る
。
そ
れ
が
わ
が
国
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
安
全
保
障
を
確
立
す
る
こ
と
に
も
つ
な
が
る
。

次
世
代
原
発
の
開
発
・
建
設
を
推
進
す
る
の
は
も
ち
ろ
ん
重
要

だ
。
た
だ
、
電
力
需
給
の
逼
迫
が
常
態
化
し
つ
つ
あ
る
中
で
、
こ

う
し
た
取
り
組
み
が
綱
渡
り
の
続
く
現
下
の
供
給
力
不
足
の
解
消

に
直
結
す
る
わ
け
で
は
な
い
。
岸
田
政
権
は
既
存
原
発
の
再
稼
働

も
促
進
す
る
と
し
て
い
る
が
、
そ
れ
も
23
年
夏
以
降
と
な
る
見
通

し
だ
。
何
よ
り
電
力
自
由
化
や
脱
炭
素
化
に
伴
い
、
老
朽
化
し
た

火
力
発
電
所
の
休
廃
止
が
当
初
見
通
し
以
上
の
ペ
ー
ス
で
進
ん
で

お
り
、
火
力
発
電
の
退
出
抑
制
や
新
規
の
電
源
投
資
を
促
す
制
度

を
同
時
に
整
備
し
な
け
れ
ば
、
慢
性
的
な
需
給
逼
迫
を
脱
す
る
こ

と
は
で
き
な
い
。
原
発
の
再
稼
働
が
今
後
進
ん
だ
と
し
て
も
、
供

給
力
が
増
え
た
分
だ
け
火
力
発
電
が
休
廃
止
さ
れ
て
し
ま
え
ば
、

供
給
力
の
増
強
に
は
結
び
つ
か
な
い
。
そ
う
し
た
事
態
を
防
ぐ
た

め
に
も
電
力
自
由
化
の
見
直
し
は
急
務
で
あ
る
。

今
後
の
供
給
力
を
め
ぐ
る
課
題
を
探
る
た
め
、
ま
ず
３
月
に
東

日
本
に
電
力
需
給
逼
迫
警
報
が
発
令
さ
れ
た
際
の
状
況
を
見
て
お

き
た
い
。

東
日
本
に
需
給
逼
迫
警
報
を
初
め
て
発
令

東
日
本
に
需
給
逼
迫
警
報
を
初
め
て
発
令

経
済
産
業
省
は
電
力
需
給
が
逼
迫
し
、
供
給
力
の
余
裕
度
を
示

す
供
給
予
備
率
が
３
％
を
下
回
り
そ
う
な
場
合
、
逼
迫
警
報
を
発

令
し
て
緊
急
的
な
節
電
を
呼
び
か
け
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
。
安
定

供
給
に
は
最
低
で
も
３
％
の
予
備
率
が
必
要
と
さ
れ
て
お
り
、
東

日
本
大
震
災
後
の
２
０
１
２
年
に
導
入
さ
れ
、
こ
れ
ま
で
は
一
度

も
発
令
さ
れ
た
実
績
は
な
か
っ
た
。
だ
が
、
今
年
３
月
22
日
に
東

京
電
力
管
内
の
需
給
が
逼
迫
し
、
供
給
予
備
率
が
３
％
を
下
回
る

恐
れ
が
高
ま
っ
た
た
め
、
経
産
省
は
前
日
夜
に
逼
迫
警
報
を
初
め

て
発
令
す
る
事
態
を
迎
え
た
。

こ
の
需
給
逼
迫
に
は
複
数
の
要
因
が
重
な
っ
た
。
警
報
が
発
令

さ
れ
る
前
週
の
16
日
夜
に
福
島
県
沖
で
最
大
震
度
６
強
の
地
震

が
発
生
し
、
東
北
の
太
平
洋
沿
岸
に
あ
る
火
力
発
電
所
が
被
災
。

Ｊ
Ｅ
Ｒ
Ａ
と
東
北
電
力
が
共
同
出
資
す
る
相
馬
共
同
火
力
発
電
の

新
地
発
電
所（
福
島
県
）１
号
機（
出
力
1
０
０
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト
）や

東
北
電
力
の
新
仙
台
火
力
発
電
所（
宮
城
県
）3
号
機（
同
1
0
4
・

6
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト
）な
ど
の
運
転
が
停
止
し
、
こ
の
地
震
に
よ
っ
て

失
わ
れ
た
供
給
力
は
一
時
、
約
６
３
５
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト
に
達
し
た
。

そ
の
後
、
一
部
の
発
電
所
は
復
旧
し
た
が
、
今
度
は
春
分
の
日

を
挟
ん
だ
３
連
休
中
に
電
源
開
発（
Ｊ
パ
ワ
ー
）の
磯
子
火
力
発
電

所
が
故
障
で
計
画
外
停
止
に
陥
っ
た
。
３
連
休
明
け
の
22
日
に
は

気
温
の
急
低
下
で
暖
房
向
け
の
電
力
需
要
の
急
増
も
予
想
さ
れ
た

た
め
、
経
産
省
は
21
日
夜
に
需
給
逼
迫
警
報
を
発
令
し
た
。
た

だ
、
発
令
が
夜
に
ず
れ
込
ん
だ
た
め
、
大
規
模
工
場
な
ど
へ
の
節

電
要
請
が
遅
れ
、
22
日
午
前
中
は
期
待
し
た
ほ
ど
節
電
の
効
果
は

表
れ
な
か
っ
た
。
さ
ら
に
昼
前
に
は
東
北
電
力
管
内
の
電
力
需
給

規
制
委
は
原
発
の
運
転
延
長
を
表
明

規
制
委
は
原
発
の
運
転
延
長
を
表
明



【図２】
休廃止火力の推移
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出典： 経済産業省  資源エネルギー庁   今後の火力政策について（https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/046_04_01.pdf）

休止等火力と廃止火力の推移

●電力自由化の進展や脱炭素化等を背景に、近年、火力発電の休廃止は増加傾向。
●2016年からの5年間、休止等状態の火力が増加しつつ、毎年度200万～400万kW程度の
火力発電が廃止となっている。

■休止等火力　 ■廃止電源

※各年度の供給計画を元に資源エネルギー庁で集約。
※休止等火力とは 「長期計画停止」または 「休止等（長期計画停止、通常運転及び廃止以外すべて）」に分類されている設備を示す。
※休止等火力は当該年度に休止等状態にあるもの、 廃止電源は当該年度に廃止となった電源。
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最
近
で
は
電
力
需
給
の
逼
迫
は
全
国
規
模
で
相
次
い
で
い
る
。

政
府
は
デ
ィ
マ
ン
ド
・
レ
ス
ポ
ン
ス（
Ｄ
Ｒ
）※
な
ど
を
含
め
た
総
合

的
な
需
給
対
策
は
決
め
た
も
の
の
、
電
力
不
足
を
打
開
す
る
た
め

の
供
給
力
確
保
と
し
て
は
、
容
量
市
場
の
着
実
な
推
進
な
ど
に
と

ど
ま
っ
た
。
ま
た
、
今
年
５
月
に
は
電
気
事
業
法
が
改
正
さ
れ
、

火
力
発
電
の
休
廃
止
は
事
前
の
届
け
出
が
求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な

り
、
発
電
設
備
の
管
理
強
化
も
需
給
対
策
に
盛
り
込
ん
だ
。
こ
の

改
正
で
は
出
力
10
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト
以
上
の
火
力
発
電
は
、
休
廃
止

予
定
日
の
９
カ
月
前
ま
で
に
経
産
相
に
対
し
、
届
け
出
を
提
出
す

る
よ
う
に
改
め
ら
れ
た
。
こ
れ
に
よ
り
供
給
力
が
不
足
す
る
場
合

に
備
え
、
必
要
に
応
じ
て
経
産
相
は
発
電
事
業
者
に
休
廃
止
の
延

期
も
要
請
で
き
る
こ
と
に
し
た
。

経
産
省
は
こ
う
し
た
改
正
に
よ
っ
て「
火
力
発
電
の
休
廃
止
の
管
理

を
徹
底
す
る
こ
と
が
で
き
る
」と
す
る
が
、
２
０
１
６
年
４
月
の
電
力

小
売
の
全
面
自
由
化
に
合
わ
せ
、
政
府
は
火
力
発
電
の
休
廃
止
を
事

前
届
け
出
か
ら
事
後
届
け
出
に
改
め
て
い
た
。
こ
れ
を
再
び
変
更
す

る
の
は
、
電
力
自
由
化
の
制
度
設
計
が
実
態
に
合
わ
な
く
な
っ
た
た

め
と
言
え
る
。
自
由
化
の
あ
り
方
を
あ
ら
た
め
て
点
検
す
る
必
要
が

あ
る
。

こ
う
し
た
供
給
力
確
保
の
必
要
性
は
Ｇ
Ｘ
実
行
会
議
で
も
指
摘

さ
れ
、
今
年
９
月
か
ら
経
産
省
で
本
格
的
な
議
論
が
始
ま
っ
た
。

そ
こ
で
は
火
力
発
電
の
休
廃
止
が
進
ん
で
い
る
理
由
と
し
て「
小
売

全
面
自
由
化
後
、
発
電
事
業
者
は
稼
働
電
源
を
必
要
最
小
限
に
絞

加
速
す
る
火
力
発
電
の
休
廃
止

加
速
す
る
火
力
発
電
の
休
廃
止

も
逼
迫
し
、
経
産
省
は
同
管
内
に
逼
迫
警
報
を
追
加
発
令
し
た
。

と
く
に
東
京
電
力
管
内
で
は
揚
水
発
電
の
可
能
発
電
容
量
が
想

定
以
上
の
ペ
ー
ス
で
減
少
し
、
こ
の
ま
ま
で
は
夜
８
時
以
降
に
電

力
需
要
が
供
給
を
上
回
る
事
態
が
予
想
さ
れ
た
。
首
都
圏
を
中
心

に
大
規
模
停
電
に
発
展
す
る
恐
れ
が
あ
る
と
危
機
感
を
募
ら
せ
た

萩
生
田
光
一
経
産
相（
当
時
）は
、
午
後
３
時
前
に
緊
急
記
者
会
見

し
、
利
用
者
に
追
加
の
節
電
を
呼
び
か
け
た
。
同
時
に
東
電
グ

ル
ー
プ
の
送
配
電
子
会
社
、
東
京
電
力
パ
ワ
ー
グ
リ
ッ
ド（
Ｐ
Ｇ
）

も「
現
在
の
水
準
の
電
力
使
用
が
続
け
ば
、
午
後
８
時
以
降
に
東
電

管
内
で
最
大
３
０
０
万
件
が
停
電
す
る
可
能
性
が
あ
る
」と
節
電
を

要
請
。
こ
う
し
た
官
民
の
呼
び
か
け
で
利
用
者
の
危
機
感
が
高
ま

り
、
夕
方
以
降
に
節
電
が
広
が
っ
て
東
日
本
は
大
規
模
停
電
を
免

れ
た
。

経
産
省
で
は
そ
の
後
、
需
給
逼
迫
警
報
の
発
令
に
関
す
る
検
証

を
実
施
。
警
報
の
発
令
遅
れ
が
節
電
要
請
の
遅
れ
に
つ
な
が
っ
た

と
し
て
、
前
日
の
午
後
６
時
に
発
令
す
る
と
し
て
い
た
警
報
を
め

ぐ
り
、
今
後
は
節
電
を
事
前
に
広
く
周
知
す
る
た
め
に
前
日
の
午

後
４
時
を
め
ど
に
発
令
す
る
こ
と
を
決
定
。
併
せ
て
警
報
の
前
段

階
と
な
る
需
給
逼
迫
注
意
報
と
逼
迫
準
備
情
報
も
創
設
し
、
注
意

報
は
前
日
午
後
４
時
、
準
備
情
報
は
前
々
日
の
午
後
４
時
を
め
ど

に
発
令
す
る
こ
と
に
し
た
。
実
際
、
こ
の
注
意
報
は
６
月
末
に
早

く
も
東
京
電
力
管
内
で
発
令
さ
れ
た
。

る
一
方
、
休
止
電
源
を
増
や
す
傾
向
に
あ
る
。
こ
こ
数
年
、
卸
電

力
価
格
の
低
下
が
続
い
た
中
で
、
こ
う
し
た
傾
向
が
よ
り
顕
著
に

な
っ
た
」と
の
分
析
が
示
さ
れ
た
。
市
場
競
争
を
促
す
自
由
化
の
進

展
に
伴
い
、
火
力
発
電
が
退
出
を
迫
ら
れ
て
い
る
構
図
が
あ
ら
た

め
て
浮
き
彫
り
に
な
っ
た
。

電
力
自
由
化
前
の
電
力
会
社
に
は
、
供
給
責
任
と
引
き
換
え
に

「
総
括
原
価
方
式
」が
適
用
さ
れ
、
発
電
コ
ス
ト
を
電
力
料
金
に
上

乗
せ
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
た
。
電
力
会
社
に
厳
し
い
供
給

責
任
を
課
す
一
方
、
そ
の
コ
ス
ト
は
料
金
を
通
じ
て
安
定
的
に
回

収
す
る
こ
と
が
で
き
る
仕
組
み
だ
っ
た
。
し
か
し
、
小
売
の
全
面

自
由
化
に
伴
っ
て
発
電
事
業
者
に
対
す
る
総
括
原
価
は
廃
止
さ
れ
、

競
争
の
中
で
コ
ス
ト
管
理
を
徹
底
す
る
必
要
に
迫
ら
れ
た
。
こ
れ

に
よ
り
発
電
コ
ス
ト
が
高
く
、
老
朽
化
し
た
火
力
発
電
の
休
廃
止

が
急
速
に
進
ん
で
い
る
の
が
現
状
だ
。
実
際
に
小
売
全
面
自
由
化

後
の
17
年
度
か
ら
21
年
度
ま
で
の
５
年
間
で
、
１
８
５
２
万
キ
ロ

ワ
ッ
ト
分
の
火
力
発
電
が
廃
止
さ
れ
た【
図
２
】。
こ
の
中
心
は
石
油

火
力
と
Ｌ
Ｎ
Ｇ
火
力
が
占
め
る
。
と
く
に
石
油
火
力
は
１
９
８
０
年

以
降
、
原
則
と
し
て
新
設
が
認
め
ら
れ
て
お
ら
ず
、
す
で
に
稼
働
開

始
か
ら
40
年
前
後
が
経
過
し
て
お
り
、
も
は
や
東
京
電
力
管
内
で

は
稼
働
中
の
石
油
火
力
は
姿
を
消
し
た
。

※
デ
ィ
マ
ン
ド
・
レ
ス
ポ
ン
ス
／
消
費
者
が
賢
く
電
力
使
用
量
を
制
御
す
る
こ
と
で
、
電
力
需
要
パ
タ
ー
ン
を

変
化
さ
せ
る
こ
と



【図３】
2020年の電源別発電コスト

出典： 経済産業省 資源エネルギー庁   電気をつくるには、どんなコストがかかる？
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2020年の電源別発電コスト試算結果
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井い

い伊 

重し
げ
ゆ
き之

産
経
新
聞
東
京
本
社 

論
説
委
員
室 

論
説
副
委
員
⾧

1
9
8
6
年
、
産
経
新
聞
グ
ル
ー
プ
入
社
。
経
済
産
業
省
、
外
務
省
、
国
土
交
通
省
、
財

務
省
な
ど
の
官
庁
の
ほ
か
、
自
動
車
、
電
機
・
造
船
重
機
、
鉄
鋼
・
化
学
、
流
通
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
な
ど
の
民
間
業
界
を
担
当
。

2
0
0
4
年
7
月
か
ら
編
集
局
経
済
部
次
⾧
、
副
編
集
⾧
な
ど
を
経
て
09
年
10
月
か
ら
論

説
委
員（
経
済
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
担
当
）、
22
年
7
月
よ
り
論
説
副
委
員
⾧
。

政
府
税
制
調
査
会
委
員
、
社
会
資
本
整
備
審
議
会
委
員（
国
土
交
通
省
）、
産
業
構
造
審
議

会
委
員（
経
済
産
業
省
）を
兼
務
。

『
ブ
ラ
ッ
ク
ア
ウ
ト
〜
迫
り
来
る
電
力
危
機
の
正
体
』（
ビ
ジ
ネ
ス
社
）を
発
刊
。

脱
炭
素
電
源
の
新
制
度
を
導
入
へ

脱
炭
素
電
源
の
新
制
度
を
導
入
へ

経
産
省
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
に
よ
る
と
、
2
0
2
0
年
の
１
キ

ロ
ワ
ッ
ト
時
あ
た
り
の
電
源
別
発
電
コ
ス
ト（
実
績
値
）は
、
石
油

火
力
が
26
・
７
円
と
火
力
発
電
の
中
で
突
出
し
て
お
り
、
Ｌ
Ｎ
Ｇ
火

力
と
比
べ
て
２
倍
以
上
も
高
い【
図
3
】。
近
年
の
石
油
火
力
は
非
常

時
電
源
と
位
置
付
け
ら
れ
、
夏
・
冬
の
需
給
逼
迫
時
に
だ
け
使
用

さ
れ
て
き
た
が
、
自
由
化
を
契
機
に
一
気
に
減
少
し
た
格
好
だ
。

電
力
業
界
関
係
者
は「
発
電
所
は
発
電
設
備
だ
け
を
維
持
す
れ
ば
稼

働
で
き
る
わ
け
で
は
な
い
。
燃
料
の
輸
入
や
運
送
・
貯
蔵
な
ど
の
サ

プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン（
供
給
網
）も
同
時
に
維
持
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
」と
指
摘
す
る
。
石
油
火
力
の
稼
働
率
は
３
割
程
度
と
低
く
、
自

由
化
に
よ
る
競
争
激
化
で
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
維
持
が
で
き
な

く
な
り
、
そ
の
退
出
が
加
速
し
て
い
る
。

さ
ら
に
経
産
省
の
審
議
会
で
は
、
21
～
30
年
度
に
お
け
る
火
力
発

電
の
廃
止
見
通
し
に
つ
い
て
、
１
５
６
８
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト
分
を
過
小

に
見
積
も
り
、
実
際
に
は
か
な
り
の
廃
止
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
も
明

ら
か
に
な
っ
た
。
こ
れ
ま
で
同
省
は
21
～
30
年
度
に
２
７
６
５
万
キ

ロ
ワ
ッ
ト
の
火
力
発
電
が
廃
止
さ
れ
る
と
の
見
通
し
を
示
し
て
い
た
。

だ
が
、
Ｌ
Ｎ
Ｇ
火
力
を
中
心
に
算
入
漏
れ
が
あ
り
、
同
期
間
で

４
３
３
３
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト
が
廃
止
さ
れ
る
と
の
試
算
が
新
た
に
提
示

さ
れ
た
。
こ
れ
は
運
転
開
始
後
45
年
で
一
律
に
廃
止
さ
れ
る
仮
定
で

計
算
し
て
お
り
、
こ
の
通
り
に
な
る
と
は
限
ら
な
い
が
、
新
設
分
と

の
差
し
引
き
で
同
期
間
に
２
９
０
２
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト
に
の
ぼ
る
火
力

供
給
力
が
減
る
と
の
想
定
だ
。
こ
れ
は
大
型
原
発
30
基
に
相
当
す
る

発
電
設
備
容
量
で
あ
り
、
や
は
り
電
力
自
由
化
で
火
力
発
電
が
大
き

く
減
少
す
る
深
刻
な
実
態
が
あ
ら
た
め
て
浮
き
彫
り
に
な
っ
た
。

こ
う
し
た
火
力
発
電
の
退
出
が
現
下
の
供
給
力
不
足
と
な
っ
て

顕
在
化
し
て
お
り
、
地
震
や
寒
波
な
ど
の
想
定
外
の
事
態
が
起
き

る
と
、
一
気
に
電
力
需
給
が
逼
迫
す
る
状
態
に
あ
る
。
今
後
は
火

力
発
電
に
対
す
る
事
前
の
休
廃
止
届
け
だ
け
で
な
く
、
現
在
休
止

中
の
発
電
設
備
の
管
理
も
問
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
ま
で
休

止
に
つ
い
て
は
具
体
的
な
対
策
は
取
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
が
、
予
備

的
な
電
源
と
し
て
維
持
す
る
た
め
の
休
止
に
は
、
公
的
な
支
援
を

講
じ
る
な
ど
の
工
夫
も
求
め
ら
れ
る
。
そ
う
し
た
取
り
組
み
を
通

じ
て
自
由
化
に
よ
る
影
響
を
緩
和
す
る
こ
と
も
検
討
す
べ
き
だ
。

ま
た
、
供
給
力
の
増
強
に
は
、
新
規
の
電
源
投
資
に
対
す
る
回

収
予
見
性
を
高
め
る
必
要
も
あ
る
。
こ
の
た
め
、
経
産
省
で
は
来

年
度
に
も
投
資
回
収
の
予
見
可
能
性
を
確
保
し
な
が
ら
、
脱
炭
素

電
源
の
新
設
を
後
押
し
す
る「
長
期
脱
炭
素
電
源
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
」

を
導
入
す
る
計
画
だ
。
運
転
開
始
前
案
件
を
入
札
対
象
と
し
、
発

電
事
業
者
は
発
電
開
始
か
ら
一
定
期
間
に
わ
た
っ
て
安
定
収
入
が

得
ら
れ
る
仕
組
み
と
す
る
方
向
だ
。

新
制
度
は
容
量
市
場
の
特
別
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
一
種
と
位
置
付

け
、
電
力
広
域
的
運
営
推
進
機
関（
広
域
機
関
）が
運
営
主
体
と
な

る
見
通
し
だ
。
拠
出
金
の
負
担
者
は
容
量
市
場
と
同
様
に
小
売
電

気
事
業
者
と
し
、
投
資
回
収
の
予
見
性
低
下
の
解
消
を
目
指
す
。

入
札
の
対
象
は
発
電
時
に
二
酸
化
炭
素（
Ｃ
Ｏ
２
）を
排
出
し
な
い
電

源
へ
の
新
規
投
資
と
し
、
水
素
・
ア
ン
モ
ニ
ア
混
焼
火
力
発
電
が

中
心
と
な
る
が
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
原
子
力
も
含
め
る
こ

と
に
な
り
そ
う
だ
。

こ
の
制
度
を
検
討
し
て
い
る
総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会（
経

産
相
の
諮
問
機
関
）電
力
・
ガ
ス
基
本
政
策
小
委
員
会
の
制
度
検
討

作
業
部
会
で
は
、
水
素
・
ア
ン
モ
ニ
ア
混
焼
火
力
発
電
の
最
低
入

札
容
量
を
新
設
で
10
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト
、
既
設
火
力
の
改
修
で
５
万

キ
ロ
ワ
ッ
ト
と
し
て
い
る
。
た
だ
、
こ
う
し
た
混
焼
は
技
術
開
発
の

途
上
で
あ
り
、
実
際
の
入
札
で
は
最
低
容
量
を
も
っ
と
引
き
下
げ

る
な
ど
、
実
効
的
な
対
策
が
必
要
と
な
る
だ
ろ
う
。

火
力
発
電
の
廃
止
を
過
小
に
見
積
も
り

火
力
発
電
の
廃
止
を
過
小
に
見
積
も
り


